第７期障がい福祉計画　ＰＤＣＡサイクル管理用シート（大阪府）
	基本指針の目標
	地域生活支援の充実



	計画（Ｐ）→実施（Ｄ）
	目標値

実績値
	· 【令和８年度末までの目標】
・令和８年度末までに、各市町村において効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築、年１回以上運用状況を検証・検討。
・令和8年度末までに各市町村又は圏域において、強度行動障がい者の実情や求める支援サービス等に関する調査の実施、各圏域において、大阪府強度行動障がい地域連携モデルを参考とした取組を実施。

【目標達成に向けた考え方等】
　地域生活支援拠点等の機能の充実強化に向けて、市町村の地域生活支援拠点等の各機能の整備状況を把握し、地域生活支援拠点等の機能を充実する上での課題を整理するとともに、各市町村における好事例の横展開等を図ることにより、市町村の取組みを支援していく。
強度行動障がい者の実情や求める支援サービス等に関する調査を市町村が実施できるよう、調査項目をまとめたアセスメントシートを、障がい者自立支援協議会ケアマネジメント推進部会の中に設置した地域生活促進アセスメントWGの中で作成している。令和７年度はモデル市町にて試行。令和８年度以降府内全市町村に普及予定。


【実績の推移】
	実績
	令和６年度
	令和７年度
	令和８年度

	効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築
	23市町村
	－
	－

	年1回以上運用状況を検証・検討
	35市町村
	－
	－

	強度行動障がい者の実情や求める支援サービス等に関する調査の実施
	21市町村
	－
	－

	大阪府強度行動障がい地域連携モデルを参考とした取組（圏域）
	0圏域
	－
	－





	評価（Ｃ）
	改善（Ａ）

	【目標等を踏まえた評価（令和６年度）】
①地域生活支援拠点等の機能の充実
●計画の達成状況
【効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築】
・４３市町村のうち２３市町村が実施
【年１回以上運用状況を検証・検討】
・４３市町村のうち３５市町村が実施
●状況分析
【課題】
・令和８年度末までの整備に向けて未整備の１町に対して、引き続き働きかけが必要。
・整備済市町村において、運用状況の検証・検討が実施され、地域の実情に応じて各機能が充実していくことが必要。
・重度障がい者が安心安全に生活できるよう、拠点機能を担う事業所の支援力が必要。

【評価できる点】
・運用状況の検証・検討において、対象者の範囲の拡充や、受⼊れ施設の拡充を検討し、登録の条件を緩和し、またグループホームに声かけを行い、受入れ先の拡充を行った市町村がある。
・個別性を重視した緊急時支援体制や自立生活支援に係る相談体制の充実の必要性から、拠点コーディネーターの配置を進めている市町村がある。

②強度行動障がいを有する障がい者の支援体制の充実
●計画の達成状況
・市町村による調査をバックアップするために、アセスメントシートの作成、試行に取り組めており、予定通りに進んでいる。
●状況分析
【課題】
・令和6年度末時点で調査を行っていない市町村が22市町ある。
【評価できる点】
・令和6年度末時点で自ら調査を行った市町村が21市町村ある。

	【令和７年度における取組み等】
・未整備となっている１町については、課題等のヒアリングを行い、他市町村の取組み事例の情報提供等、引き続き必要な支援を行っていく。

・市町村における地域生活支援拠点等の各機能の整備状況、運用状況の検証・検討の実施状況、拠点コーディネーターの配置状況等についてアンケートを実施し、市町村同士が相互に取組状況を参考にできるよう、結果を市町村に共有した。

・行動障がいの状態にある方を含む重度障がい者の地域移行及び地域生活継続を促進するため、地域生活推進事業費補助金において、大阪府重度知的障がい者地域生活支援体制整備事業の参加法人の専門的支援ノウハウを活用した取組みを支援し、地域の事業所の支援力向上を図る事業を実施する。









・地域生活促進アセスメントWGメンバーの相談支援専門員が所属する事業所の市町をモデル市町としてアセスメントシートの試行。（大阪市、堺市、東大阪市、門真市、摂津市、富田林市、和泉市、能勢町）
・上記試行時に意見を集約し、ブラッシュアップ予定。
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